
国内機関主管案件

草の根技協（支援型）

2018年07月13日現在

本部／国内機関 ：横浜国際センター

案件概要表

案件名 （和）ブラジル・セアラ州アラカチ市における人材育成を通じた地域子育て支援プロジェク

ト

（英）The Project for Community Child Care Support through the Human Resources 

Development in Aeracati City, the State of Ceara, Brazil

対象国名 ブラジル

分野課題1 教育-ノンフォーマル教育

分野課題2

分野課題3

分野分類 人的資源-人的資源-教育

プログラム名 国民参加型の協力
援助重点課題 その他
開発課題 国民参加型の協力

プロジェクトサイト ブラジル国セアラ州アラカチ市サンタテレーザ、ペドレガウ、カッシンバ・フンダ、キャシャ

バー、サンシッコ、マジョランジア

署名日(実施合意) 2016年04月25日

協力期間 2016年05月09日 ～ 2018年10月31日

相手国機関名 （和）アラカチ市

相手国機関名 （英）Aracati City Government

プロジェクト概要

背景 本プロジェクトの対象地域であるアラカチ市は、州都フォルタレーザからおよそ150km離れたと
ころに位置している。同市の主な産業は農業、漁業、観光業であるが、経済水準は国内で最も
低く貧困層が多く、平均所得は国内ワースト1位である（2013年ブラジル地理・統計学会調
べ）。
　近年、対象地域では急激な観光化により治安が悪化し、都市部や沿岸部ではアルコール・薬
物依存、麻薬売買、売春などが蔓延し、子供が犯罪に巻き込まれるなど、子供の安全が脅か
されている。また、家庭崩壊をはじめとした複雑な家庭環境により、家庭内暴力や児童虐待に
よる子供の被害報告が増えている。さらに、児童就学率が低下しており、市全体の児童就学率
が90%に対し沿岸部では44％と低く、子どもが犯罪に関わるケースも増えている。
そのような問題を受け、提案団体は「ブラジル東北部子育て支援体制強化による地域力向上
プロジェクト」（2013年3月～2015年8月）を同市内で実施し、母親を対象とした育児情報の発信
や相談を実施する「子育て広場」を設置し、また青少年向けのライフキールトーレーニング
（※1）を実施、その他地域子育て支援ネットワーク(※2)を創設するなどの成果をあげた。その
結果、他地域からの関心を集め「青少年ライフスキルトレーニング」および「地域子育て支援
ネットワーク創設」に関して他地域への拡大が求められている。
そのため、本プロジェクトではライフスキルトレーナー及び担当教員の育成並びに、地域子育
て支援ネットワークトレーナー及びリーダーの育成を行い、地域の子育て支援体制の強化へ寄
与することが期待されている。
(※1)青少年問題・地域問題の理解・解決・予防を目的としたプログラム
(※2)地域住民だけでなく、自治体関係者や地域のNGO,教育機関関係者も含んで定例会を開
き、地域の子育てや家庭に関する情報の共有や問題・課題について協議をする。

上位目標 地域の力で子どもの安全と健康を守ることができる。



プロジェクト目標 対象地域の子どもの安全と健康を守るための活動が自主的に行われるようになる。

成果 1.　研修を終えて認定を受けたライフスキルトレーナーによって、ライフスキル担当教員が養成
される。
2.　研修を終えて認定を受けた地域子育て支援ネットワークリーダーを育成するトレーナーに
よって、地域子育て支援ネットワークリーダーが養成される。

活動 1. 研修を終えて認定を受けたトレーナーによって、ライフスキル担当教員が養成される。
1-1)　アラカチ市政府内に、ライフスキル普及委員会を設置する。
1-2)　委員会がライフスキルトレーニング担当教員向けの指導教本を作成する。
1-3)　委員会がライフスキルトレーニング担当教員養成トレーナー研修のカリキュラムを作成
する
1-4)　委員会がカリキュラム・指導教本に沿ってトレーナー研修を実施する。
1-5)　研修を終えて認定を受けたトレーナーが自らの勤務校で、他の教員を育成する。
1-6)　委員会がトレーナーとともに、ライフスキルトレーニングの授業をモニタリングする。
1-7)　イベント・キャンペーンを実施する。
2. 研修を終えて認定を受けたトレーナーによって、地域子育て支援ネットワークリーダーが養
成される。
2-1)　アラカチ市政府内に地域子育て支援ネットワーク普及委員会を設置する。
2-2)　ユニセフが作成したマニュアルを用いて、委員会が地域子育て支援ネットワークリーダー
養成トレーナー研修を行う。
2-3)　研修を終えて認定を受けたトレーナーが、対象地域で地域子育て支援ネットワークリー
ダーを育成する。
2-4)　委員会がトレーナーとともに、創設されたネットワークのモニタリングを行う。
2-5)　イベント・キャンペーンを実施する。

投入

  日本側投入 【人材】
・プロジェクトマネージャー（日本人）1名
・国内調整員（日本人）1名
・現地調整員（ブラジル人）1名

【資機材】
・研修資料
・イベント・教材作成費

【予算】
・プロジェクト運営費用

【施設】
・現地事務所

  相手国側投入 【人材】
・コーディネーター（アラカチ市役所職員、ブラジル人）1名
・看護師・心理士・ソーシャルワーカー等（ブラジル人）人数未定
・講師（ブラジル人）複数名
【施設】
・定例会議用（アラカチ市）：アラカチ市内中心街の施設（未定）
・定例会議用（フォルタレーザ大学）：ユニセフ・セアラ事務所及びフォルタレーザ大学内施設
・養成研修用：アラカチ市内中心街の施設（未定）
・ライフスキル教員育成用：対象校10校内の施設
・ネットワークリーダー育成用：対象6地域内の施設

外部条件 政権交代による大規模な人員の変更、教育方針の変更がない。

実施体制

(1)現地実施体制 ＜日本側投入＞
【人材】
・（特定非営利活動法人）光の子どもたちの会よりプロジェクトマネージャー1名を合計
20か月派遣する。
・現地調整員（ブラジル人）1名

＜ブラジル側投入＞
・アラカチ市役所職員を1名コーディネーターとして配置する。
・看護師・心理士・ソーシャルワーカーおよびトレーナー研修講師を複数名配置し、業務
にあたる。

(2)国内支援体制 ・（特定非営利活動法人）光の子どもたちの会が統括する。



在外事務所主管案件

個別案件(第三国研修)

2018年09月12日現在

在外事務所 ：ブラジル事務所

案件概要表

案件名 （和）人間的出産・出生ケア

（英）Humanized Care for Mother and Newborn

対象国名 ブラジル

分野課題1 保健医療-母子保健・リプロダクティブヘルス

分野課題2

分野課題3

分野分類 保健・医療-保健・医療-保健・医療

プログラム名 日本ブラジルパートナーシッププログラム（JBPP）
援助重点課題 三角協力支援
開発課題 JBPPの推進

プロジェクトサイト ベロオリゾンチ

署名日(実施合意) 2017年01月23日

協力期間 2017年01月23日 ～ 2021年03月31日

相手国機関名 （和）ソフィアフェルドマン病院

相手国機関名 （英）Sofia Feldman Hospital

プロジェクト概要

背景 出産時の母子死亡率を見る限りにおいて、世界の母子保健の状況はまだ良いとはいえない。
この改善のためには出産・出生ケアの質がその中でも非常に重要な役割を果たしている。ブラ
ジルでは乳幼児死亡率を下げることを目的に、1990年代からプロジェクト方式技術協力「家族
計画・母子保健プロジェクト」をセアラ州で実施し、出産・出生ケアの質の向上に資するととも
に、ブラジル保健省において人間的出産・出生ケアの推進が国家政策となるきっかけとなっ
た。また、更なる出産・出産ケアの向上に向け、国別研修「助産所における人間的出産・出生
ケア」※等を実施し、この国家政策の実践を担う中核人材を育成してきた。　
　中でも、ソフィアフェルドマン病院は、左記の取り組みを通じ、本分野におけるブラジルのレ
ファレンス病院となり、以後、三角協力を通じてその経験を世界に広める役目を担ってきた。特
に、2010年～2014年に実施した第三国集団研修「人間的出産・出生ケアコース」では、中南
米・ポ語圏アフリカからの研修員を受け入れ、受益国の人材育成に貢献した。同研修は研修
員からの評価も高く、ブラジルでの研修の有効性が確認されたものの、出産・出生ケアの更な
る推進を進めていくためには、研修員の強化のみならず、受益国内での普及の核となるリファ
レンス病院等の組織強化が必要となっている。また、ポルトガル語圏アフリカは妊産婦や新生
児死亡率において、世界の中でも高い水準となっており、特に支援の必要性が高い。以上を踏
まえ、ポルトガル語圏アフリカを対象とした研修の要請が提出された。

※人間的出産・出生ケアとは、本来自然な生理現象であり病気としての管理は必要ない正常
出産に対する過剰な医療介入への疑問から､「女性の産む力」と「子供の生まれる力」に焦点を
あてた周産期ケアを指す。

上位目標 参加国において母子保健分野にて対応しているプロフェッショナル（アシスタント、教授、管理
者）の能力向上を行うことで母子（新生児・乳児含む）の死亡率が低減される。

プロジェクト目標 産科及び新生児ケアへのコミュニティー参加及び人間的出産のストラテジーを目的とした母子
保健分野のプレフェッショナルの能力向上。

成果 1.参加国において、研修員が人間的出産・出生ケアの政策へ貢献する。
2.研修員が各自の参加国の現状に沿った母子への人間的ケアのグッド・プラクティスを行う。



3.人間的出産・出生ケアに係る人材育成コースのカリキュラムを改良する。
4.保健サービスのユーザー（市民）の参加を促進することによるサービス向上や評価(Controle 
social)を行う重要性の認識。
5.母子ともに対する人間的ケアに係る現地の保健プロフェッショナルの育成。

活動 以下の内容にかかる講義や実践を行う。
1.母子へのアシスタンスについてのブラジルの政策に係る講義を受講する。
2.ソフィアフェルドマン病院内にて母子ケアのグッド・プラクティスを体験し、アクションプランを計
画する。
3.ソフィアフェルドマン病院の専門家のオリエンテーションの下、カリキュラムを見直す。
4.ソフィアフェルドマン病院の専門家のオリエンテーションの下、保健サービスの改善に係るア
クションプランを作成する。
5.現地の保健分野の様々なレベルのアクター（医師、助産婦、病院マネージメント）の連携の実
践について学ぶ。
6.帰国研修員からのフィードバックに係る対策（ワークプランのモニタリング）を作成する。

投入

  日本側投入 研修員受入経費（航空券、宿泊費等）
研修実施のための機材調達
研修実施経費
モニタリング・評価調査団派遣経費

  相手国側投入 研修員受入経費の一部（伯外務省国際協力庁が負担）
研修経費（ソフィアフェルドマン病院負担）　
外部講師、教材・施設・資機材、その他消耗品等
事前調査のため、アフリカへのブラジルミッションの実施経費
モニタリング・評価調査団派遣経費

実施体制

(1)現地実施体制 ・ソフィアフェルドマン病院
200万人以上の人口を抱えるブラジルの都市ミナスジェライス州ベロリゾンテ市に位置
し、ブラジル保健省の人間的出産・出生のレファレンス病院として位置づけられている。
過去、JICAの国別・課題別研修にも多数参加しているほか、マダガスカル、ポ語圏アフ
リカ、中南米向けの三角協力にブラジル側実施機関として携わり、2010年から2014年ま
で中南米及びポ語圏アフリカ諸国向けの人間的出産の第三国研修を実施、高い評価を
得ている。

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

【二国間協力】
プロジェクト方式技術「家族計画・母子保健プロジェクト」（1996-2001）
国別特設研修「助産所における人間的出産・出生ケア」（2002-2007）
その他個別専門家派遣、フォローアップ協力

【三角協力】
共同プロジェクト｢マダガスカル母子保健サービス改善計画」　研修員受入（2007-2009　
計20名）
共同プロジェクト「 カンボジア助産能力強化を通じた母子保健プロジェクト」2010年度実
施
第三国集団研修「人間的出産・出生ケアコース」（2010年～2014年）
モザンビーク技プロ「保健人材指導・実践能力強化プロジェクト」（2016-2019）。



本部主管案件

技術協力プロジェクト－科学技術

2019年02月16日現在

本部／国内機関 ：人間開発部

案件概要表

案件名 （和）ブラジルと日本の薬剤耐性を含む真菌感染症診断に関する研究とリファレンス協

力体制強化プロジェクト

（英）Project for the Establishment of a Research and Reference Collaborative System 

for the Diagnoses of Fungal Infections including Drug-Resistant Ones both in Brazil 

and Japan

対象国名 ブラジル

分野課題1 保健医療-その他感染症

分野課題2

分野課題3

分野分類 保健・医療-保健・医療-保健・医療

プログラム名 その他
援助重点課題 その他
開発課題 その他

プロジェクトサイト ブラジル連邦共和国 サンパウロ州カンピーナス都市圏

署名日(実施合意) 2017年03月13日

協力期間 2017年09月14日 ～ 2022年09月14日

相手国機関名 （和）サンパウロ州立カンピーナス大学医学部

相手国機関名 （英）School of Medicine, State University of Campinas

プロジェクト概要

背景 （1）当該国における保健セクターの現状と課題
真菌感染症は、造血幹細胞移植患者、固形臓器移植患者、慢性肺疾患（抗酸菌感染症や慢
性閉塞性肺疾患など）を基礎疾患に有する患者、血液悪性疾患、後天性免疫不全症候群
（Acquired Immune Deficiency Syndrome, 以下「AIDS」という）などの免疫低下患者などで発症
し、世界各地で増加傾向にある。抗真菌薬の使用頻度の増加に伴い、抗真菌薬に対する耐性
株の分離頻度が上昇し、真菌の薬剤耐性化が促進され、薬剤耐性の真菌感染症を発症する
患者の死亡率は80％といわれている 。
ブラジル連邦共和国（以下「ブラジル」という）は、慢性呼吸器疾患のうち肺結核症の患者数は
日本の2倍である 。肺結核患者の10%が真菌感染症の中でも予後の不良な慢性アスペルギル
ス症を発症し 、その5年生存率は50％以下と推計されている。アスペルギルスが耐性を獲得
する機序については、医療用抗真菌薬と類似の成分を含む農薬などの曝露により環境中で耐
性を獲得する説、また慢性肺アスペルギルス症などを発症し、アゾール系薬が長期投与され
た患者の体内で獲得する説など、未だ解明されていない。また、ブラジル国内での薬剤耐性を
示すアスペルギルス菌種の検出頻度を示す公的データは、ほとんど存在しない。
以上の状況を踏まえ、耐性菌種が耐性を獲得する機序を解明した上で迅速検査法を開発し、
臨床現場における診療システムの構築、正確な疫学データの集積、更には新たな治療法の開
発が課題とされている。
（2）当該国における保健セクターの開発政策と本事業の位置づけ
ブラジルは上位中所得国と位置づけられ、G20にも参加しているが、近年の急激な経済成長に
より地域間及び都市内部階層間の所得格差をはじめとする国内の経済格差が拡大し、貧困層
を対象とした基礎医療や保健衛生サービスの改善は喫緊の課題である。また抗菌薬の不適切
な使用により、薬剤耐性菌が世界的に増加する一方、抗菌薬の新たな開発は減少傾向にある
ことが、国際社会と同様にブラジルでも課題とされている。
　本事業は、カンピーナス大学と千葉大学との共同研究を通じて、①対象地域の臨床分離株



の耐性真菌の頻度や菌種分布の疫学調査、及び耐性遺伝子の同定、②耐性真菌の迅速検
査法の開発、③薬剤耐性真菌の迅速検査法の精度検証、④薬剤耐性真菌感染症の研究拠
点としての機能強化と研究ネットワークの構築を行い、ブラジル側研究機関による薬剤耐性真
菌感染症に関する診断能力の向上に貢献するものであり、ブラジルの開発政策に寄与する。
（3）保健セクターに対する我が国及びJICAの援助方針と実績
2016年5月27日に発出された「G7 伊勢志摩首脳宣言」の付属文書である「国際保健のための
G7伊勢志摩ビジョン」の中で、薬剤耐性への対応及び研究開発の促進が重点として掲げられ
ており、本プロジェクトの方向性に合致する。また「対ブラジル国別援助計画（2016年4月）」で
は、保健分野は重点分野とはしていないものの、日本ブラジル・パートナーシップ・プログラム
の中で、HIV/エイズ対策や病院管理などへの取り組みを通じて、保健医療分野の事業を実施
している。
保健セクターへのこれまでの支援実績としては、1980年の「ワクチン製造プロジェクト」に始ま
り、医学教育・研究を支援した「カンピーナス大学消化器診断・研究センタープロジェクト（1990
年7月～1996年7月）」、「カンピーナス大学臨床研究プロジェクト（1997年4月～2002年3月）」、
そしてAIDS患者はじめ免疫不全患者に侵入した病原真菌の同定に係る真菌感染症の新規検
査法の開発として、地球規模課題対応国際科学技術協力「AIDS患者及びその他の免疫不全
患者における新規診断法による真菌症対策（2010年4月～2013年3月」を実施した。
（4）他の援助機関の対応
研究活動にかかわる情報には機密性があり、各機関の研究アプローチに関する詳細な情報
（対象疾患や研究アプローチなど）は原則入手困難である。ただしカンピーナス大学によれば、
現在実施中の国際共同研究で真菌を対象としたものはなく、本プロジェクトとの研究アプロー
チとは重複しないことを確認している。

上位目標 ブラジル連邦共和国 サンパウロ州カンピーナス都市圏において、薬剤耐性真菌症の疫学情
報を把握し、その耐性メカニズムを疫学的に解明した後、操作性に優れた薬剤耐性真菌症診
断のための遺伝子増幅法に基づく薬剤耐性遺伝子検出法を確立し、UNICAMPを中心とした研
究機関・医療機関・行政機関の研究協力体制を構築することで、薬剤耐性を含む真菌感染症
診断の研究および連携体制のブラジルおよび日本での確立を図る。

プロジェクト目標 薬剤耐性を含む真菌感染症診断の研究およびリファレンス協力体制がブラジルおよび日本で
確立する。

成果 ①薬剤耐性真菌の流行状況およびその耐性メカニズムが疫学的に解明される
②十分な感度、特異度、運用性を有する薬剤耐性真菌症診断のための、LAMP法などの遺伝
子増幅法に基づく薬剤耐性遺伝子検出法が確立される。
③UNICAMPを中心とした研究機関・医療機関・行政機関の研究協力体制が構築される

活動 1-1.UNICAMP関連・協力医療機関から収集した臨床分離株に対し、真菌の分類および菌種の
同定を行う。 
1-2.活動1-1で同定した真菌分離株に対し、遺伝子学的手法を用いた隠蔽種を含む詳細な菌
種の同定を行う。
1-3.特にアスペルギルス及びその隠蔽種等について真菌分離株に関する薬剤感受性を分析
する。
1-4.真菌特性（真菌株、菌種、薬剤感受性など）と患者特性との関連性を解析する。
1-5.活動1-3で薬剤耐性が確認された真菌分離株に対し、既知の耐性遺伝子領域の解析を用
いて耐性メカニズムを解明する。
1-6.同定された抗真菌剤に対する薬剤耐性メカニズムを比較することで、薬剤耐性遺伝子の
地理的特性を解析する。
1-7.活動1-5と同時に、未同定の耐性真菌について、次世代シークエンサー等の先端遺伝学
的解析技術を用い解明を試みる。
1-8.真菌症管理のための既存のガイドライン改定や新規作成の根拠として知見や研究成果を
学術論文にまとめる。
2-1.LAMP法、PCR法などに基づく薬剤耐性真菌症診断のための耐性遺伝子検出法を開発。
他の地域の病院で試験適用する。
2-2.ブラジルで収集された臨床分離真菌株を用い、真菌検出法の感度・特異度について確認
し、その臨床性能を評価する。
2-3.LAMP法等薬剤耐性遺伝子検出法について、UNICAMP関連病院および外部協力病院等
に試験導入し、運用性を評価する。
2-4.開発した薬剤耐性遺伝子検出法の臨床適用（公定法としての登録）に向け、手続き等につ
いて伯側関係当局との協議。
3-1.協力機関が共同利用できる薬剤耐性を含む真菌症研究のための真菌保存施設を
UNICAMPにおいて構築する。
3-2.医療機関、薬剤耐性を含む真菌症対策に係わる行政機関を対象に薬剤耐性真菌カンファ
レンスやセミナー等を開催。
3-3.プロジェクトで得られた薬剤耐性を含む真菌症の疫学情報（発生頻度や病型等）について
行政機関と情報共有を行う。
3-4.アドルフォ・ルッツ研究所による協力を得ながら、UNICAMPをリファレンス・ラボラトリーとす
るネットワークを構築。
3-5.他の研究機関、医療機関等と千葉大学真菌医学研究センターをレファレンスとするネット
ワークを日本でも構築する。
3-6.ネットワークの構築やプロジェクトで得られた知見や研究成果の共有のため国内・国際カ
ンファレンスを開催する。

投入

  日本側投入 1)日本側
①専門家派遣（チーフアドバイザー/耐性遺伝子検出法研究、業務調整/連携推進、診断法研
究、分子疫学的研究、遺伝子増幅法研究、疫学調査および至適投与研究、真菌株管理研究
など）



②研修（遺伝子解析、 次世代シークエンサー操作法、ゲノム比較および遺伝子破壊法、収集
した真菌株管理など）
③機材供与（遺伝子解析、迅速検査法の開発に必要な機材）

  相手国側投入 ①カウンターパート及び事務職員の配置
②研究スペースの確保
③適切な執務スペースと基本的な執務備品、情報・通信機材の確保
④プロジェクト実施にあたり必要な備品や資材の提供あるいは交換
⑤医療サービスにかかる情報提供あるいは医療サービス受診のための支援
⑥身分証明書等の発行
⑦プロジェクトに関するデータや情報の提供
⑧プロジェクト実施にあたり必要な運営経費
⑨ブラジル国内における機材の輸送及び機材の設置・運用・維持に係る必要な経費

外部条件 ブラジル側カウンターパートが成果達成に影響するほど離職しない。

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

ア）地球規模課題対応国際科学技術協力
ア)案件名：AIDS患者及びその他の免疫不全患者における新規新療法による真菌症対
策プロジェクト（協力期間：2010年4月から3年間）



国内機関主管案件

草の根技協（支援型）

2018年09月15日現在

本部／国内機関 ：北海道国際センター（帯広）

案件概要表

案件名 （和）SBC病院緩和ケア教育プロジェクト

（英）Project for Palliative Care Education for SBC Hospital

対象国名 ブラジル

分野課題1 保健医療-その他保健医療

分野課題2

分野課題3

分野分類 保健・医療-保健・医療-保健・医療

プログラム名 国民参加型の協力
援助重点課題 その他
開発課題 国民参加型の協力

プロジェクトサイト ブラジル連邦共和国　サンパウロ州　サンパウロ市

署名日(実施合意) 2018年01月12日

協力期間 2018年01月30日 ～ 2020年01月29日

相手国機関名 （和）SBC病院

相手国機関名 （英）Associa&ccedil;&atilde;o de Assist&ecirc;ncia M&uacute;tua &agrave; 

Sa&uacute;de SBC

日本側協力機関名 学校法人日本赤十字学園　日本赤十字北海道看護大学 / 北見赤十字病院

プロジェクト概要

背景 ブラジルは日本同様、2015年で7.84%の高齢化率で世界78位と高齢化社会を迎えている。ま
た、日系移民の多く暮らす国で有り、高齢者の中には日本の習慣や文化を大切に継承してい
る人も少なくない。高齢化社会においては、高齢者に多いがんや心疾患、認知障害を抱えな
がら地域で安心して暮らせる支援や、生活の質を高めgood deathをめざす緩和ケアが必要不
可欠である。しかしブラジルでは緩和ケアの普及が遅れている現状と、国民に対する死の準備
教育が不足しているため、患者・医療者ともに死生観が確立されていない。このような現状で、
good deathを患者とともに医療者が考えること、差し迫った死という困難な問題に直面している
患者・家族へのケアに取り組むことが求められている。患者自身が正しい情報に基づき、積極
的治療中止や延命治療の中止も積極的治療と同様に選択肢となり得ることを理解していくこと
が必要となる。その上で、適切な症状緩和が行われ、緩和ケアを受けながらその人らしい死を
患者・家族と医療者で作り上げていくことが重要である。

上位目標 ブラジル連邦共和国で質の高い緩和ケアが提供される

プロジェクト目標 SBC病院緩和ケアが、十分な症状マネジメントと情緒的サポートに重点を置いた質の高い緩和
ケアを提供でき、SBC病院が緩和ケアを提供する医療機関として教育・実践でリーダー的役割
を担うことのできる実践力を備えることができる

成果 1. SBC病院が質の高い緩和ケアを実施できる
2. SBC病院が緩和ケアにおいてリーダー的役割を担うことができる

活動 1. SBC病院緩和ケアスタッフに対する緩和ケア教育プログラムの実施
   1-1  End of Life Nursing Education Consortiumによる系統的・包括的な教育プログラムの実
施および
        知識確認の評価テストの実施



   1-2  Death conferenceの開催方法を指導し実際の介入についての振り返りを行うことで介
入の質を評価する
   1-3  定期的にWeb conferenceで教育プログラムの習得状況を事例検討で確認する

2. SBC病院緩和ケアスタッフの本邦研修
   2-1  日本における総合病院内の緩和ケア内科外来診療・訪問診療・訪問看護・緩和ケア病
棟の見学および事例検討
   2-2  日本における中核都市での在宅緩和ケア見学および事例検討
   2-3  日本での事例検討で緩和医療における日本のstandardを習得する。またケアの実際を
見学して
        事例検討では実際の介入の意図を考える

投入

  日本側投入 専門家派遣

2018年度
3回（7日間）　累計7名
2019年度
1回（7日間）　累計2名

  相手国側投入 本邦研修派遣

2018年度
6名×1回（6日間）

実施体制

(1)現地実施体制 SBC病院はS元々日系移民が組織したコチア農業組合の組合員の為の診療所がその
由来となっており、日系人のスタッフ、患者が多い。事業の現地側の担当者は日系人の
看護士であり、日本語で事業運営をサポートする。

(2)国内支援体制 日本赤十字北海道看護大学と本学の学生に対して現場研修を実施している北見赤十
字病院と連携し、知識と技術の両面から指導を行う。ウェブ会議を活用することで、定期
的に現地実施団体と活動進捗の確認と指導を行いながら事業を実施する。



本部主管案件

技術協力プロジェクト

2018年04月07日現在

本部／国内機関 ：社会基盤・平和構築部

案件概要表

案件名 （和）造船業及びオフショア開発人材育成プロジェクト

（英）Project on Promotion and Capacity Development of professionals for Ship building 

Industry and Offshore Development in Brazil

対象国名 ブラジル

分野課題1 運輸交通-(旧)その他運輸交通

分野課題2

分野課題3

分野分類 公共・公益事業-運輸交通-海運・船舶

プログラム名 その他
援助重点課題 その他
開発課題 その他

プロジェクトサイト ブラジリア連邦直轄区、バイア州、ペルナンブコ州、リオデジャネイロ州、リオグランデド

スール州

署名日(実施合意) 2014年07月28日

協力期間 2014年10月20日 ～ 2018年09月30日

相手国機関名 （和）開発商工省（MDIC）、全国工業職業訓練機関（SENAI）

相手国機関名 （英）Ministry of Development, Industry and Foreign Trade, Secretariat of Production 

Development, National

プロジェクト概要

背景 ブラジルでは2005年以降、南東部沿岸（オフショア）における超深海油田（プレソルト油田等）の
発見が相次いでおり、ブラジル石油公社（Petrobras）は2020年までに同国の石油・LNG生産の
うち約30%がプレソルト油田からの採掘となると試算している。ブラジル政府は、オフショア開発
と船舶建造関連企業の急激な人材需要の増加等に対応するために「石油、天然ガス開発国
家計画（以下、Prominp）」を策定・実施しており、2017年までに約4万人の人材育成を行うことを
計画している。全国工業職業訓練機関（以下、SENAI）はこれら人材育成の7～8割を担う機関
であるが、造船分野についての各種コースは急激な需要増に対して造船業が求めるような内
容やレベルの技能者の育成が可能となっていない。なお、ブラジルの３つの大型造船所におい
て本邦造船企業が資本・業務提携を行っているが、これらの造船所においても上述の技能者
不足と技術力不足は深刻な課題となっている。
上記背景より、ブラジル政府は造船産業における技能者レベルの人材育成を量・質の両面で
底上げする技術協力プロジェクトの実施を我が国に要請した。

上位目標 造船産業政策を担当するブラジル政府及びブラジルの教育・技術サービスに係る産業システ
ムの能力開発を通じて、造船産業及びオフショア開発が促進される。

プロジェクト目標 造船産業及びオフショア開発の需要に基づいて、造船のための「造船産業政策」及び「教育・
技術サービスに係る産業システム」が改善される。

成果 成果１：造船産業のニーズが把握され、造船産業政策及び施策を改善するためのロードマップ
が提案される。
成果２：対象州のSENAI訓練校において、造船技能者のための教材、カリキュラム、指導要領
が作成・更新される。
成果３：対象州のSENAI訓練校において、指導員の指導・訓練技術が向上する。



成果４：対象州のSENAI訓練校において、研修を受けた指導員によって造船技能者が指導・訓
練される。
成果５：造船産業における生産性の改善に貢献できる日本の実践的技術が導入される。

活動 1-1  造船産業及びオフショア開発の現状を調査し、今後成長が期待される部門のニーズを把
握する。
1-2  本邦研修やブラジルにおけるワークショップなどを企画、実施し、ブラジル政府機関の造
船産業に関する行政能力向上を図　　　る。
1-3  ブラジルの造船産業政策及び施策において必要な改善点を明らかにする。
1-4  ブラジルの造船産業政策及び施策の改善のためのロードマップを策定する。
1-5  ブラジルの造船産業政策及び施策改善のためのロードマップの実施を支援する。
1-6　改善された造船政策及び施策に対する造船企業の評価を解析し、必要に応じてロード
マップの見直しを行う。

2-1  既存教材・カリキュラム・指導要領・機材に関する現状と必要な支援内容を診断する。
2-2  機材の維持管理体制を整備する。
2-3  教材、カリキュラム、指導要領を作成・改定する。
2-4  教材、カリキュラム、指導要領、機材を用いた研修方法を策定する。
2-5  技能者研修からのフィードバックに基づき、教材、カリキュラム、指導要領を改善する。

3-1  各技術分野における既存技術・知識レベルに関する現状と必要な支援内容を診断する。
3-2  研修を受ける中核指導員の選定条件を定め、選定する。
3-3  対象県において「中核指導員向け研修」を実施する。
3-4  中核指導員の本邦研修を実施する。
3-5  中核指導員が「他の指導員向け研修」の計画を策定し、実施する。
3-6  日本人専門家の指導の下で、中核指導員によるパイロット研修を実施する。

4-1  日本人専門家及び中核指導員の指導の下で、他の指導員によるパイロット研修を実施す
る。
4-2  研修を受けた指導員が対象州における造船技能者の指導・訓練を実施する。

5-1  SENAIが提供する技術サービスの現状と造船産業のニーズを診断する。
5-2  特定された日本の実用化された技術に関連するセミナー、ワークショップ等を実施する。

投入

  日本側投入 ①長期専門家（造船施策）派遣　約30M/M
②コンサルタント契約　約65M/M
　総括/教材開発/日本の実用技術に関する技術コンサルティング
　副総括/対象州の研修コーディネーター
　造船技術・本邦研修調整
③本邦研修
・中核指導員研修　約40名×1か月程度（技術分野ごとに順次派遣・合計約2年間）
・造船施策及び実用技術研修　5名
④技術移転に必要な機材の一部
⑤プロジェクト活動に必要なその他経費
・日本における「予備的技術ミッション（Prospective Technical Mission）」開催時の車両と通訳
手配
・日本からのJCC、SENAIでのワークショップ・セミナー・研修への参加者の国際旅費
・本邦研修時における国際・国内旅費と宿泊経費

  相手国側投入 ①カウンターパート職員の配置
②設備・施設（日本人専門家の執務室と附帯設備、研修センター、研修資機材等）
③技術移転に必要な機材の一部（ブラジル国内における機材の搬入費用含む）
④プロジェクト活動に必要なその他経費
・日本における「予備的技術ミッション（Prospective Technical Mission）」開催時のブラジル側
参加者の国際旅費
・JCC開催時のSENAI関連参加者の国内旅費
・JCC、SENAIにおけるワークショップ・セミナー・研修の開催・実施費
・SENAIに係るJICA専門家のブラジル国内移動と公務旅費、車両・通訳手配
・関係施設の光熱水費  等

外部条件 ・研修を受けた指導員の大部分がSENAIで継続勤務する
・造船関連のSENAI訓練コース修了者の大部分が、造船企業に就職し、就職先で継続的に勤
務を続ける
・ブラジル国におけるオフショア開発計画が大幅に変更しない（含む「本邦造船企業が撤退しな
い」）

実施体制

(1)現地実施体制 造船投資に関する調整を行っている開発商工省が責任機関となり、造船業界の動向、
技術需要、企業情報等の収集を行い、実施機関となるSENAIが国内需要に合わせて技
術者指導者の育成を行う想定。

(2)国内支援体制 国土交通省海事局及び本邦造船会社（ジャパンマリンユナイテッド／IHI、川崎重工業、
三菱重工業）の協力を仰ぐ予定。

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

JICAはSENAIに対して1962年の繊維工業技術訓練センターへの技術協力を皮切りに、
1970年代～1990年代は電気・電子訓練センター・工業計装技術センター・製造オート
メーションセンターへの技術協力、1980代以降は各種第三国研修事業、三角協力枠外



プロジェクトなどの協力を続けてきた。
(2)他ドナー等の

　　　援助活動

造船業の人材育成分野における他ドナー国・機関からの協力はない。



本部主管案件

技術協力プロジェクト－科学技術

2019年03月15日現在

本部／国内機関 ：地球環境部

案件概要表

案件名 （和）“フィールドミュージアム”構想によるアマゾンの生物多様性保全プロジェクト

（英）Project for Biodiversity conservation in Amazon based on a new concept of "Field 

Museum"

対象国名 ブラジル

分野課題1 自然環境保全-生物多様性保全

分野課題2

分野課題3

分野分類 計画・行政-行政-環境問題

プログラム名 気候変動対策プログラム
援助重点課題 環境
開発課題 環境保全

署名日(実施合意) 2014年03月27日

協力期間 2014年07月23日 ～ 2019年07月22日

相手国機関名 （和）国立アマゾン研究所

相手国機関名 （英）National Institute for Amazonian Research

日本側協力機関名 京都大学他

プロジェクト概要

背景 熱帯林は地球上で最も生物多様性の高い地域であり、全生物種の半数以上が生息していると
推定されている。しかし、熱帯諸国の急激な人口増や都市への集中、人間活動の拡大による
急速な熱帯林の破壊や劣化による生物多様性の大規模な喪失をいかにくい止め、地域社会
の持続可能な発展を図るかが、地球規模の緊急課題となっている。
　ブラジルのアマゾナス州の州都マナウスはアマゾン川最大の支流であり本流とは大きく水質
の異なるネグロ川との合流点に位置し、周辺にはアマゾンでも特に多様で貴重な自然環境が
ある。多くの国立公園や保護区が隣接している一方、２００万人近い人口を抱え、急速な都市
の拡大により、その多様で貴重な自然環境が喪失している。
　この地域における生態系と生物多様性の危機を解決するには絶滅危惧種やその生息環境
の研究や保全を進める事に加え、地域の環境に関する正確な情報にもとづいた環境教育に
よって都市住民の環境リテラシーを高め、地域に適合した環境政策を立案・採用する事が不可
欠である。
　近年、先進諸国では、一部の先進的な動植物園・水族館が、環境教育や地域生態系の研
究・保全のセンターとしての役割を担うようになってきた。しかし、アマゾンにはそのような動植
物園・水族館が存在せず、環境保全に必要な生態研究も研究技術や施設の制約により大きく
遅れている。またアマゾン川は濁って透明度が悪いため水中生物の直接観察ができず、また、
森林上層部の生物についても継続して観察することが困難なため、それらの生態はほとんど
解明されておらず、地域に適した環境政策を立案できていない。従ってマナウスの人々やこの
地を訪れる旅行者にとってアマゾンの生物を観察する機会はほとんどない。また国内外からこ
の地域を訪れる多くの旅行者に、世界の宝とも言えるアマゾンの多様な生物や生態系に関す
る正確な情報や、豊かな自然体験を提供するエコツーリズムなどの仕組みも十分整備されて
いない。

上位目標 フィールドミュージアムを核とする都市型ヒトと自然の共生モデルが他地域にも普及し、世界の
生態系・生物多様性保全に貢献する

プロジェクト目標 １．　ネットワーク型フィールドミュージアムが構築される。



２．　代表的生物・生態系の科学的解明が進み研究・保全が法が確立する。
３．　持続的な地域作りを推進する自立的運営・活用組織が構築される。

成果 １．　アマゾンの生態系が理解される。
２．　アマゾン生態系保全のための研究、施設が整備される
３．　フィールドミュージアム・ネットワーク活用のためのマネージメントシステムが整備される。
４．　フィールドミュージアムを活用した生態系保全のイニシアティブが研究者や他フィールド
ミュージアムとのネットワークを通じて発現される。

活動 1.1　アマゾン地域の重要な生物種の研究
1.2　マナウス周辺の重要な生物種の調査
1.3　フィールドミュージアムで保護すべき重要生物種の選定
1.4　重要生物種の保護プログラムの策定
2.1　フィールドミュージアムの技術開発
2.2　フィールドミュージアムの施設設計
2.3　フィールドミュージアムの設備導入
3.1　エコツーリズム、環境教育の実施状況の把握
3.2　フィールドミュージアム建設に係る社会、経済評価の実施
3.3　エコツーリズムと環境教育の実施
3.4　人材教育、組織構築プログラムの開発
4.1　プロジェクト実施委員会の設立
4.2　フィールドミュージアムネットワーク設立場所の選定
4.3　選定された場所の運用施設開発

投入

  日本側投入 1.　研究者:6名
2．機材供与
3．本邦研修
4、セミナー等開催

(以下日本側提出資料より）
2.　184,470千円（物品費（設備費・消耗品費）、旅費、人件費・謝金、間接経費、その他)
3.　供与機材：バイオロギング用機材（汎用品、一部特注）、水浄化装置（汎用品）、水槽用アク
リルパネル（汎用品、一部特注）、小型ボート（汎用品）、キャノピーウォーク用資材（一部特
注）、映像機器（一部特注の可能性）

  相手国側投入 参加研究者　13名　
INPAによる土地、施設の提供
プロジェクトオフィス、車両、研究用ラボ

(日本側提出資料より）
297,500千円≒R$ 7,500,000（国家科学技術開発審議会（CNPq）が共同研究予算として確保し
ている。）

実施体制

(1)現地実施体制 ・日本側専門家：10人（京都大学4人、総合地球環境学研究所1人、(独)水産総合研究セ
ンター水産工学研究所1人、東京大学農学生命科学研究科（神戸市立須磨海浜水族
園）1人、他3名）
・ブラジル側専門家：13人（国立アマゾン研究所(INPA)所長を含む主任研究員)

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

１）我が国の援助活動（我が国の他スキームの援助活動、我が国が支援を行っている
政策的イニシアティブの下での援助活動との連携・関係について、案件名のみではな
く、連携内容等についても言及する）

【科学技術協力】アマゾンの森林における炭素動態の広域評価において、アマゾン森林
の炭素吸収能力の測定方法の研究を行っており、同研究の成果は本案件で紹介される
可能性がある。

２）他ドナー等の援助活動（関連する他ドナー等の援助活動の内容及び連携・関係につ
いて記述する）



国内機関主管案件

草の根技協（地域提案型）

2019年03月16日現在

本部／国内機関 ：中国国際センター

案件概要表

案件名 （和）サンパウロ州カサパーバ市における環境教育推進事業

（英）Promoting environmental education in Cacapava municipality, Sao Paulo

対象国名 ブラジル

分野課題1 自然環境保全-その他自然環境保全

分野課題2

分野課題3

分野分類 その他-その他-その他

プログラム名 国民参加型の協力
援助重点課題 その他
開発課題 国民参加型の協力

プロジェクトサイト サンパウロ州カサパーバ市

署名日(実施合意) 2017年08月03日

協力期間 2017年08月09日 ～ 2020年06月30日

プロジェクト概要

背景 ブラジルにおいては急速な都市化や経済開発を背景に環境悪化が大きな課題となっている
が、同時に同国の環境悪化は地球規模で影響を及ぼすため世界的な課題でもある。このため
しまね国際センターは、環境問題の解決に重要な役割を果たす子どものころからの環境教育
をブラジルに根付かせるべく、2014年8月から2017年2月までカサパーバ市において、草の根
技術協力事業「小学校教員の環境教育指導力向上事業」を実施した。当該事業では、環境教
育指導書の完成、モデル校では小学校教員の意欲・指導力の向上等が達成された。また、学
校花壇等が整備され、ごみのポイ捨てや食べ残しが減るなど、環境教育の実施により児童の
行動変容につながった事例も見られた。一方で、カサパーバ市全体の環境教育の推進のため
には、更なる対応が必要である。周辺自治体や機関、NGO等の民間団体も当該事業に関心を
持ち始め、カサパーバモデルをさらに充実させ対象を広げるよう、市の関係者等、各方面から
強い継続支援の要請があった。このため、前事業で得たモデル小学校における成果を市内全
小学校に定着させるとともに、小学生の親や中学生を対象とする環境教育にも着手し、同市の
環境教育の深化・拡充を図るために、本事業を実施する。
　１年次が終了し、成果１「各学年対象の一定レベルの環境学習カリキュラム（単元計画・学習
指導案）が策定され、市立小学校の全教員による環境教育実施の下地ができる」の指標がす
べて達成された。今後成果２、成果３の達成に向けて更なる活動促進が見込まれる。

上位目標 カサパーバ市の環境が改善する。

プロジェクト目標 カサパーバ市の環境教育の実践力が高まり、児童や市民の環境保全への理解や取り組みが
向上する。

成果 １．各学年対象の一定レベルの環境学習カリキュラム（単元計画・学習指導案）が策定され、市
立小学校の全教員による環境教育実施の下地ができる。
２．全市立小学校で、環境学習カリキュラムに基づき、適切な授業と振り返りが実施される。
３．小学生の親、中学生等（以下、親等）を対象とする環境教育プログラムの開発や環境教育
センターの整備が行われ、市民に対する環境教育の実施体制が向上する。

活動 1-1　カサパーバ市は、環境学習カリキュラム策定委員会を編成し、工程表を策定し進行管理
する。
1-2　策定委員等に対し、策定に必要な知識・技能・企画力等の研修を、島根県で実施する。



1-3　策定委員会は、島根県の指導で一定レベルの環境学習カリキュラムを策定する。
1-4　島根県は、現地で、環境学習カリキュラムの改良を指導する。（業務従事者派遣）　

2-1　カサパーバ市は、全市立小学校で環境学習を実施するための推進委員会を編成し、実
施計画を策定し、進行管理する。
2-2　推進委員に対し、環境学習の授業指導に必要な研修を、島根県で実施する。
2-3　推進委員会は、市立小学校教員に対し、環境学習カリキュラムに基づく授業の実施に必
要な指導を行う。
2-4　島根県はカサパーバ市と共催で、市立小学校教員に対し、環境学習を適切に実践するた
めの研修を実施する。（業務従事者派遣）
2-5　全市立小学校は、推進委員会の支援で、全学年で環境学習カリキュラムに基づく授業を
実施し、評価を行う。

3-1　島根県はカサパーバ市で、親等に対する環境教育を実施するための現地調査や協議を
行う。（業務従事者派遣）
3-2　現地の環境活動家に対し、地域における環境教育の指導力向上のための研修を、島根
県で実施する。
3-3　カサパーバ市は、島根県の指導・支援で、環境教育センターにおいて、体験・参加型の環
境教育を実施するために必要な整備を行う。
3-4　島根県はカサパーバ市と共催で、環境教育の気運醸成のための啓発事業及び市内外へ
の広報活動を実施する。（業務従事者派遣）
3-5　カサパーバ市は、親等に対する環境教育プログラムを、島根県と共同開発し、実施する。

投入

  日本側投入 ・専門家派遣　
　プロジェクトマネージャー　１名×4回
　プロジェクトマネージャー補佐　１名×6回
　専門員　2名×4回、１名×5回
　国内調整員１名×5回
　
・受入研修　6名（2019年度のみ5名）×3回　（1回につき11日間）
 通訳兼研修監理員  1名
 研修講師（必要に応じて人選）
 研修施設　
　
・通訳・翻訳経費、「環境学習カリキュラム」作成経費

・プロジェクトマネージャー　現地：1.47人月／国内：3.2人月
・プロジェクトマネージャー補佐　現地：2.20人月／国内：6.4人月
・専門員１　現地：1.47人月／国内：3.2人月
・専門員２　現地：1.47人月／国内：3.2人月
・専門員３　現地：1.83人月／国内：3.2人月
・事務補助　国内：14.85人月

  相手国側投入 ○日本側専門家に対するカウンターパート
　プロジェクト責任者（教育局長等）１名
　環境学習カリキュラム策定委員（７名程度を軸にカサパーバ市と協議の上決定）
　環境学習推進委員（10名程度を軸にカサパーバ市と協議の上決定）
　地域環境活動専門家　2名程度

○経費
　専門家派遣時の市内移動経費
　研修員派遣に係るカサパーバ市が支出する経費
　環境教育センターの整備に係る経費
　その他カサパーバ市が単独で行う活動経費（研修、指導、啓発、広報等）

○施設
　環境教育センター（モソタ公園）
　研修施設（現地研修時）

実施体制

(1)現地実施体制 カウンターパート機関：カサパーバ市教育局　総括、プロジェクト組織の設置
活動先機関：カサパーバ市内の全小学校　教員による環境教育の実践

(2)国内支援体制 実施団体：しまね国際センター
プロジェクトマネージャー、プロジェクトマネージャー補佐、専門家3名、事務補助

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

草の根技術協力事業
「小学校教員の環境教育指導力向上事業」
実施団体：しまね国際センター
事業期間：2014年8月～2017年2月



在外事務所主管案件

個別案件(第三国研修)

2018年11月02日現在

在外事務所 ：ブラジル事務所

案件概要表

案件名 （和）ポルトガル語アフリカ諸国の職業訓練能力強化

（英）Exchange and Development of Vocational Training Service for Portuguese 

Speaking African Countries

対象国名 ブラジル

分野課題1 その他-その他

分野課題2

分野課題3

分野分類 その他-その他-その他

プログラム名 日本ブラジルパートナーシッププログラム（JBPP）
援助重点課題 三角協力支援
開発課題 JBPPの推進

プロジェクトサイト サンパウロ

協力期間 2018年10月17日 ～ 2021年03月31日

相手国機関名 （和）国家工業職業訓練機構（Servico Nacional de Aprendizagem Industrial-SENAI）

相手国機関名 （英）SENAI(National Service for Industrial Training)

プロジェクト概要

背景 ブラジルは技術教育職業訓練の分野で豊富な経験を有しており、この中で1942に設立された
国家工業職業訓練機構（以下、SENAI）の訓練実施能力は国際的にも高く評価されてきてい
る。過去50年にわたってJICAはブラジルへの技術協力の一環としてSENAI自体の組織力強化
に貢献してきているが、従来の職業訓練実施に加えて、今後SENAIには先進国からの技術習
得、ブラジル国内における技術イノベーションへの貢献、ブラジル産業の競争力強化への貢献
が求められている。
本件第三国研修は、前述のような経験を有し、かつブラジル政府が実施する三角協力等の国
際協力で専門家を派遣してきた実績も有するSENAIを実施機関とし、日伯パートナーシッププ
ログラム（JBPP）の枠内で、同機関が有する職業訓練にかかる知見・経験を最大限活用してポ
ルトガル語アフリカ諸国の職業訓練能力の強化を支援するものである。

上位目標 ポルトガル語アフリカ諸国における職業訓練分野の持続的な能力強化を促進する。

プロジェクト目標 ポルトガル語アフリカ諸国の産業部門のニーズ達成のための持続的な職業訓練能力の強化
を促進する。

成果 １．参加国の研修員が職業訓練の基本概念を理解する。
２．研修員が各自の参加国の現状に応じた職業訓練戦略を実施する。
３．参加国において職業訓練管理の概念が普及する。

活動 以下の内容に係る講義や実践を行う。
１．ブラジルの職業訓練管理について講義を受講する。
２．SENAIのグッド・プラクティスを体験し、アクションプランを計画する。
３．SENAIのオリエンテーションの下、各自国のカリキュラムを見直す。

投入

  日本側投入 研修員受入経費（航空券、日当・宿泊費等）
研修実施経費
研修員受入経費（旅行保険）



  相手国側投入
研修実施経費

実施体制

(1)現地実施体制 JICAが長年協力してきたアセットを活用し、グローバルな知の共有・発展に貢献する案
件であり、JICAの戦略と合致

関連する援助活動

(1)我が国の

　　　援助活動

1) 我が国の援助活動　
【二国間協力】
繊維工業技術訓練センター（1962～1973）、SENAI電気・電子訓練センター（1979～
1984）、
SENAI/ES工業計装技術センター（1985～1991）、中小企業鋳造技術向上（1997～
2002）
SENAI/SP製造オートメーションセンター（1990～1995）
【第三国研修】
ブラジル工業電気・電子1985～1989、1990～1994
国際製造オートメーションシステムコース1997～20012003～2007
【三角協力枠外（SENAI契約案件）】
（パラグアイ）産業界のニーズに応える高度技能人材育成プロジェクト
（アンゴラ）ヴィアナ職業訓練センター能力強化プロジェクト
（モザンビーク）産業人材育成センター能力強化プロジェクト


